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事業
主体

北海道開発局雨竜川ダム再生事業

実施箇所 北海道雨竜郡幌加内町

該当基準 準備・計画段階で一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元
雨竜第一ダム：容量振替
雨竜第二ダム：容量振替、重力式コンクリートダム(同軸かさ上げ) ダム高約38.1m(かさ上げ高約2.4m) 堤頂長230.0m 総貯水容量約24,100千m3
　　　　　　　　　 有効貯水容量約13,900千m3

事業期間 平成30年度実施計画調査着手／令和8年度完成予定

総事業費
（億円）

約198 残事業費（億円） 約190

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・戦後の主な洪水は、これまで昭和30年7月、昭和56年8月、昭和63年8月があり、近年では平成26年8月洪水で幌加内町市街地上流で計画高水
位を超過し、家屋浸水等の被害が発生している。
　　昭和30年 7月（低気圧・前線）　  床上浸水1,179戸、床下浸水926戸
　　昭和48年 8月（台風・豪雨）　  床下浸水12戸
　　昭和50年 8月（台風・豪雨）　　床上浸水37戸、床下浸水309戸
　　昭和56年 8月（低気圧・前線・台風）　　床上浸水130戸、床下浸水438戸
　　昭和63年 8月（停滞性前線）　　床上浸水186戸、床下浸水493戸
　　平成26年 8月（低気圧・前線・台風）　　床上浸水11戸

＜達成すべき目標＞
・洪水調節

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災の推進

便益の主
な根拠

洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：　11戸
　年平均浸水軽減面積：　30ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和2年度
B:総便益
(億円)

408
EIRR
（％）

10.0217C:総費用(億円) 191 B/C

残事業の
投資効率
性

B:総便益
(億円)

408 C:総費用(億円) 183

2.1 B-C

2.3 2.0 2.4

B/C 2.2

事業の効
果等

・洪水調節：雨竜川の基準地点雨竜橋において、目標流量2,400m3/sのうち100m3/sを調節し、河道への配分流量を2,300m3/sとする。
・河川整備計画目標規模の洪水が発生した場合、雨竜川流域では、最大孤立者数(避難率0%)は、約820人と想定されるが、事業実施により約
490人に軽減される。
・河川整備計画目標規模の洪水が発生した場合、雨竜川流域では、交通途絶により影響を受ける交通量は、約2,800台と想定されるが、事業実
施により約1,500台に軽減される。

社会経済
情勢等の
変化

・氾濫のおそれがある区域を含む市町の総人口及び総世帯数は、平成27年から令和元年にかけてやや減少している。
・水田及び畑の面積は、平成27年から令和元年にかけてほぼ横ばいで大きな変化はない。

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ） 残事業（Ｂ／Ｃ）
2.0 2.3 2.1 2.4
2.1 2.2 2.2 2.3
1.9

＜再評価＞＜再評価＞



事業の進
捗状況

平成16年  6月  　　　石狩川水系河川整備基本方針策定
平成19年  5月  　　　石狩川水系雨竜川河川整備計画策定
平成26年　8月　　　　低気圧・前線・台風による洪水発生（整備計画目標流量を上回る・中上流部で戦後最大）
平成29年　7月  　　　石狩川水系雨竜川河川整備計画変更
平成29年　8月　　　　雨竜川ダム再生事業 新規事業採択
平成29年 10月　　　　雨竜川治水促進期成会設立
平成30年  4月  　　　雨竜川ダム再生事業 実施計画調査着手

令和2年3月末まで未着工。

対応方針
理由

事業の必要性・重要性に変化はなく、費用対効果等の投資効果も確保されていることから、引き続き事業を継続することが妥当である。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　

＜都道府県の意見・反映内容＞
　雨竜川ダム再生事業については、「継続」とした対応方針（原案）について、異議はありません。
　本事業は、度重なる雨竜川流域の洪水被害に対し、重要な治水対策と認識しており、治水効果の早期発現に向け、着実に事業を推進していた
だきたい。
　なお、本調査に当たっては、関係機関と十分協議するとともに、環境への配慮や総事業費の圧縮などの検討に努めていただきたい。

事業の進
捗の見込
み

・平成29年度に新規事業採択時評価を実施し、平成30年度からは雨竜第二ダムの堤体健全性の総合点検や周辺地質調査を実施している。
・今後も引き続き、発電事業者の協力のもと調査を進め、事業の進捗を図るとともに、実施計画調査段階で概略設計まで進め、令和８年度の事
業完了に向けて事業を進める。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・平成29年度に実施した新規事業採択時評価においては、「洪水調節」を、ダム再生案（雨竜川ダム再生事業）とそれ以外の代替案とで複数評価
している。その結果、総合的な評価としては、コストや時間的な観点から見た実現性等の面の評価軸から、ダム案（雨竜川ダム再生事業）が優位
と評価しており、現時点においてもコスト面での優位性に変化はなく、総合的な評価結果には影響を与えないことを確認している。
・今後は、堤体及び基礎地盤の安定性、かさ上げ工事への影響等についての検討結果を踏まえ、工法の工夫や新たな技術の積極的な採用等に
より、コスト縮減に努める。

対応方針 継続


